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 変形挙動と推定法

横 浜勝 司1・ 三浦清一2・ 川 村志麻3

 1正会員 工修 北海道大学大学院助手 工学研究科(〒060-8628札 幌市北区北13条 西8丁 目)
2フェロー会員 工博 北海道大学大学院教授 工学研究科(〒060-8628札 幌市北区北13条 西8丁 目)

3正会員 工博 室蘭工業大学助手 工学部建設システム工学科(〒050 -8585室 蘭市水元町27番1号)

 波浪のような繰返し荷重を受ける構造物 ・地盤系の安定性評価法確立のために必要な, 地盤の流動変形を

考慮した構造物の変位量の推定法を明らかにすることを目的に, 二次元平面ひずみ模型土槽装置を用いた一

連の実験と解析を行った. 本研究では, 特に構造物の沈下挙動と地盤の側方流動変形挙動を詳細に調べてい

る. 具体的には, 静的及び繰返し荷重場にある地盤の側方流動挙動をFEM解析によって検討し, 任意荷重場の

地盤 ・構造物系の変形挙動を再現できるような解析法を検討している. また, 解析から得た側方流動変形挙

動を考慮した構造物変位量の推定式を提案した0推 定式は, 構造物天端2地 点で計測された鉛直変位: 量から繰

返し荷重場にある構造物の変位量を精度良く推定することが示されている. 
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1. ま え がき

 波 浪などの繰返 し荷重を受 ける構造物 ・地盤系で

は, 両者 の相互作用が複雑なためにその安定性を適

切 に評価す ることは極めて難 しいと言われている. 

筆 者 らは, 波 浪のような繰返 し荷重及び種々の静的

荷重条件下にある構造物 ・地盤系の支持力×変形挙動

を一連の模型実験 によって詳細に調べてきた1)2)3). 

そ の 結果か ら, 繰 返 し荷重場においても外力0構 造

物 ・地盤の相互作用によって側方流動破壊が起 こり

うること, 沈 下挙動 と地盤 内変形挙動の間にはユニ

ー クな関係が存在する等の事実が明 らかに され てい

る4). 

 本 研 究では, このよ うな種々の外力条件下にある

構造物 ・地盤系の力学特性 を評価す るための1つ の

方法 として, 簡 易 な構成 式に基づいたFEM解 析 お よ

び模型実験結果に基づいて, 特 に構造物 ・地盤系の

変形挙動をシミュレー トす る方法を検討 した0

 さらに, 構 造 物 ・地盤 系の安定性 を評価す る手法

として, 支持地盤の側方流動特性 を考慮 した構造物

の変位量推 定法を提案 した0こ れは, 構 造物 の天端

で計測 され た鉛直変位量 と地盤の側方流動変形特性

に関す るパラ メータを用いて, 構 造物の沈下量, 水

平移動量を推定するものである. 提 案 した推定式よ

り得 られた結果 と, 繰 返 し載荷条件での模型試験結

果 とを直接比較することによって, そ の妥当性 を検

討 した. 

2. 試 験 装 置 と試験概要

 本試験で用いた模型試験装置3)の全体 図を図-1に 示

す. この模型土槽の内寸法は幅2, 000mm, 高 さ700mm, 

奥行 き600mmで あ る. 前面 には厚 さ20mmの 強化ガラ

スが設置 され, 模型地盤および構造物の変形挙動を観

察できる. また, 強 化 ガ ラスの変形 を防止す るとと

もに, 模 型地盤 の平面ひずみ条件を満足す るために

補強桁が設置されている. 

 模型地盤は, サ ン ドホ ッパー(高 さ640mm, 頂角3σ)

か ら豊浦砂(ρ=2. 65g/cm3, ρdmax=1. 648g/cm3, ρdil

=1. 354g/cm3, D
50=0. 18mm, Uc=103)を 空 中落下させ る

ことによって作製 した. ホ ッパー底部 には最大20mm

まで 可変可能なスリッ トが取付けられてお り, ホ ッパ

ーの移動速度を20cm/s, 落下高 さを800mmに 保 持 し

た条件の下でス リッ ト幅 を変化 させ ることにより, 

25%～95%の 相 対密度が得 られ るようになっている. 

本研究では, 相 対密度Dr=50%の 地 盤を作製 した. な

お本研究では, 作製 された地盤密度はば らつきが少な

く, ほぼ均ーであることが確かめられている3). 

 砂層 作製後, 模型地盤の堆積構造に乱れが生じない

ように, 土槽底部に設置された8個 のポーラスス トー

ン(直 径50mm)か ら動水勾配i=0. Olで 地盤 の堆積
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構造 を乱 さないようにゆっくりと通水 し, 飽 和化を計

った2) 3), 4). 模型構造物 は, 幅100mm, 高 さ100mm, 

奥行 き580mm, 重量12904Nの 直方体である. 構造物底

面には地盤 との接触面を完全粗とす るためにサン ドペ
ーパー(G120)が 貼付けられている. 

 載 荷装置は, 静 的載荷装置及び繰返 し載荷装置(鉛

直または水平荷重)か らなっている. 静 的載荷装置で

は, ベ ロフラムシリンダーか ら鉛直 ロッ ドを介 し, 模

型構造物に鉛直荷重 を載荷 している. 一 方, 繰 返 し載

荷装置(鉛 直および水平荷重)は それぞれ2個 のベロフ

ラムシリンダーを有 し, 模 型構造物に任意の正弦波荷

重を与えることが可能になっている. また, 各 ロッ ド

にはそれぞれ変位計 とロー ドセルが具備 され, 変位量

および荷重が計測されている. 

 地盤 内の側方変形量は, スパゲッティ4)5)を模型構

造物の底端点か ら左右対称に25mm間 隔 で8本 挿入す

ることにより, 計測 されている. 試験はスパゲ ッティ

の剛性が初期剛性の2%に なった時点(模 型地盤に通

水後, 約8時 間静置した後)か ら開始されている. 試

験中, これ らのスパゲッテ ィの変形をビデオカメラで

撮影 し, 定点測定することにより地盤内の側方流動変

形を把握 した0

 図-2は, この ような構造物 ・地盤 系の変形特性を

定量化するための変位量の定義を示 している. 鉛 直ま

たは水平載荷装置に設置されている変位計によ り測定

される鉛直方向の左右の変位量を γ五, 玲, 水平方向の

変位量を 茂, 澱 として, 幾何学的関係6)か ら模型構造

物の左右の沈下量SFz, SVRお よび水平移動量S班, SHR

を算 出した. ま た, 左右 の卓越 した方の沈下量および

水平移動量をそれぞれSvmajorお よびSHmと 定義 して

いる0

 本研究では, 構 造物の沈下の進行に伴って発生する

スパゲッティの変形量を測定す ることによって地盤内

の変形を調べている. その変形量を地盤内水平変位量

δとして評価 した, 

 構 造物の沈下に伴 う地盤の流動変形を定量化するた

めに, 図-2中 の斜線部 で示 され るように, 構1造物下

部両端において地盤が側方に変形 した部分の単位奥行

き当りの体積を側方流動土量πδ(mm3/mm), 構 造 物が

沈下 した部分の単位奥行 き当 りの体積 を沈下土量π. 

(mm3/mm)と 定 義 した1), 4), 7). それぞれ, 地盤 内水平変

位量 δおよび構造物の沈下量を基に算出され るもので

ある. さらに, 構 造物の沈下に対する地盤の流動変形

の程度を示す ために, 側 方流動土量 と沈下土量の比

(土量比κ/π)を 求め, 構造 物 ・地盤系の変形評価 を

行っている. 

3-載 荷 方法 及び解析方法

(1)模 型 試験

 本模型試験では以下のような種々の条件の載荷試験

を実施 した. 

a)静 的 載荷試験

 模 型構造物 に作用 させる載荷応力 σs(=P5/A)を 毎分

0. 3kN/m2の 割合で増加 させた. ここでP5は 鉛 直荷重載

荷ロッ ドか らの荷重, Aは 構 造物 と地盤の設置面積で

ある. 図一3(a), (b)に 中心載荷条件(Static Central

Loading Test; 以 下SCLと 略 称)と 偏 心 載荷 条 件

(Static Eccentric Loading Test; 以 下SELと 略

称)の 試 験方法を示す. こ こで偏心距離e(図 一2参

照)は, 模型 構造物の中心か ら載荷点までの距離であ

り, 初 期の偏心度e/βが0. 15, 0. 3, 0. 5にな るよ うに

設定されている. 

b)繰 返 し載荷試験

 この試験の載荷方法を図一3(c), (d), (e)に 示 す0

中心載荷試験(Cyclic Central Lading Test; 以下

CCLと 略称)で は, 半 正弦波荷重(1z=jP)を 模型構造

物に左右同時に与えている((c)図 参照). 

 ま た偏心載荷条件では, 半 正弦波荷重(P毘 お よび

PVR)を 左 右 交互に与えた試験(Cyclic Alternative

Loading Test; 以下CALと略称, (d)図 参 照)と2本 の

鉛直 ロッ ドの うちの片側 か ら荷重PVを 与えた試験

(Cyclic Eccentric Loading Test: 以下CELと 略称, 

(e)図 参照)の2ケ ースの試験 を行っている. いずれの

ケースも, 繰 返 し載荷の周期は4秒 とし, 載荷 の繰返

しは2000回 と した. なお, 過 去の研究よ り過剰間隙

水圧 の若干の蓄積が認 め られたこ とから, 地盤 は部

図-1 模型試験装置 図-2 変位量の定義
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分排水条件と考えられる2), 3), 6). 

c)波 浪 場における地盤内応力状態を再現 した試験

 本研究では, 繰返 し荷重場にある構造物 ・地盤系の

変形挙動 を調べることを 目的として, 波浪場にある地

盤の任意要素の応力状態を再現 した模型試験3)を 行っ

た. この試験をWRT(Wave Reproduction Test)と略 称

する. 実 際の試験では, 構造物に作用する鉛直力, 水

平力および構造物周辺に作用す る変動水圧を適切に組

合わせて載荷することにより, 波浪場のような繰返 し

載荷条件下の構造物 ・地盤系の変形特性を調べること

が可能になっている. WRTで の載荷方法の基本的な考

え方を以下に示す. 

 図一4(a)は, 実海 域を室内試験 で再現するためのモ

デルを模式的に示 したものである. ここで, 実海 域で

誘発 され る地盤内の任意点の鉛直, 水平, せ ん断応力

を(σZ, σX, τXZ)とし, また 模型試験で各 々に対応

する応力を(σZσXm, τXZm)とする. 両者 の間に以

下のような関係が成 り立つように, 模 型構造物お よび

地盤に載荷する荷重を決定 した3). 

(1)

ここで, σZm σZmmはそれぞれ実海 域および模型

試験で発生する鉛直応力の最大値を示す. 

 図-4(b)は 載荷方法の一例 を示 している. 実 波浪場

における波高が7m, 波 の周期が10sに 対応する時のも

のである. 図 中には, 繰 返 し鉛 直荷重(PvlPvr)お

よ び繰返 し水平荷重(PHz1)κ 尺)を繰返 し鉛 直力 の最

大値PVwaxで 正規化 した値 と, 構 造物周辺に作用 させ

る変動水圧 σcを示 している. 

 この よ うに, 荷 重を適切 に組合わせ て載荷す るこ

とに より, 波 浪場 にあ る構造物-地 盤 系の変形挙動

を調べた2L3)-な お繰 返 し載荷回数は2000回 ま で行っ

ている. 

(2)解 析 方法

a)解 析条件

 以 上の よ うな繰返 し荷重を受 ける構造物 ・地盤系

の変形挙動を, 二 次元平面ひずみ条件での有限要素

解析8}に よ り求めた. 図 一5は 本解析に用いた要素分

割 を示 している. 要 素数630, 節 点数2009で あ る.

なお解析範囲は長 さ2, 000mm, 深 さ400mmで あ り, 

試 験 で用いた模型地盤 と同サイズ としている. 構 造

物の幅お よび高さは100mmで あ る. 

 境界 条件 として, 地盤の底面および左右側面では鉛

直お よび水平方向の変位が発生 しないように固定端 と

した. また地盤 上にある構造物は剛体 としている. 本

研究では構造物 と地盤 との接触面を完全粗条件 と仮

定 してい るため, ジ ョイン ト要素等は設 けずに解析

を行 ってい る. な お地盤は完全排水条件 と仮定 した. 

 本 解析 で用いた要素は8節 点長方形要素であ り, 

Gaussの 積 分点は4点 である. ま た, 有 限要素の離散

図 一3 試 験 方 法: (a)SCL, (b)SEL, (c)CCL

 (d)CAL及 び(e)CEL

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

図一4 WRT試 験 方 法; (a)波 浪場 の モデ ル 化, 

 (b)載 荷 方法 の一 例
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化にはGalerkin法 を用いている. 弾塑性解析におけ

る繰返 し計算の収束判定 として, {R}=[K]{u}-{F}の

よ うに表 される残差ベ ク トル{R}を 定 義 してお り, そ

のスカ ラー値が初期値(1回 目の収束計算での値)の

α1%以 下になった ときを収束 とみな し, 計算 を行っ

ている. こ こで[K]は 剛 性マ トリクス, {u}は 変 位ベ

クトル, {F}は節 点に作用す る外力ベ ク トルである. 

b)地 盤 の構成モデル

 地盤 は弾塑性体 とし, 降伏関数Fと 塑性ポテンシ

ャル関数Wに 基づ く解析 を行 った. 弾 塑性解析では, 

土 の全ひずみ増分ベク トル{dε}を, 以 下の ように弾

性ひずみ増分 と塑性ひずみ増分の和として計算する. 

 {dε{dεe}+{dε β} (2)

ここで{dεε}=弾性 ひずみ増分ベク トル, {dερ}=塑性 ひ

ずみ増分ベク トルである. 

 また, 弾性 ひずみ増分および塑性 ひずみ増分は以下

のように算出される, 

 {dμ}・[DEr1{dσ} (3)

(4)

[DJ-1=弾 性 状態 で の剛性 マ トリクスの 逆行列, 

{dσ}1応 力増分ベ ク トル, {σ}1応 力ベ ク トル, λ: 

ひず み硬化 ・軟化パ ラメータである, 上式 より, 式

(2)で示 される全ひずみ増分は以下のようになる-

(5)

 なお, 後 述す る繰返 し載荷条件下での解析 では, 

剛性マ トリクス[DJ中 の弾性係数を繰返 し載荷回数

Ncの 関数 とし, Noの 増 加に伴 う弾性係数の変化を

考慮 した解析を可能 とした. 以 上の関係 をもとに弾

塑性状態の応力増分-ひ ずみ増分関係を定式化 し, 計

算している, 

 本解析では特にMohr-Coulombの 破 壊規準式による

弾塑性解析を試みているので, 二次元平面ひずみ条件

下では, 降伏関数Fと 塑性ポテンシャル関数 Ψは以

下のように表現 される.

(6)

(7)

こ こで σ1, σ3はそれぞれ土要素に作用する最大およ

び最小主応力, cは 粘 着力, φは内部摩擦角である. ψ

はダイ レイ タンシー角 であって, 本解析ではρ≠φと

した非 関連流動則 を用いている. な おここでは, 完

全塑性 平衡条件 を前提 としているため, ダイ レイタ

ンシー角ρを0と して解析を進 めた. 

c)設 定 パラメー タ

 本解析に必要 となるパラメータは弾性領域における

応カーひずみ関係を規定する地盤の弾性係数Eお よび

ボアソン比v, 降 伏 関数を決める内部摩擦角φ, 粘 着

力oで ある. な お飽和砂地盤を対象 としているので, 

粘着力cは0と している, 

 静 的載荷条件に関する解析では, 一 連の排水三軸圧

縮試験(豊 浦砂, 相 対密度Dr=55%, 拘 束圧196kPa)

で の偏差応カー軸ひずみ関係 の初期接線 勾配 を弾性

係数Eと 定義 した. こ こではE=3000kN/m2, 内部摩擦

角φを35。, 地盤 のボアソン比vを0-3か ら0. 38ま

で 変化させた場合の解析を行った-な お, 過 去 の模型

試験結果 に基づいて各パ ラメー タを決定 したので, 

拘 束圧依存性による影響は考慮 していない(8).

 一方, 繰 返 し中心載荷条件での解析では, 内部摩擦

角φを35, ボア ソン比 γを0. 3と した. なお, 荷 重

の載荷-除 荷1サ イクル毎に地盤の弾性係数 を変化 さ

せ, 繰返 し弾塑性解析を行 っている. この手法を用い

ることによって, 繰 返 し載荷に伴なう地盤の剛性変化

を考慮 した解析が可能 となっている. 

4. 模 型 試験 および解析結果 と考察

(1)静 的 中心載荷試験

 図-6は 静的載荷試験(Dr=50%)の 解析および模型試

験から得られ た載荷応 力σsと 沈下量比3πmoieoβ の関

係 を示 している. ここで載荷応力 σsは 構造物に載荷

した荷重を構造物底面積で除した値である. 

図-5 要 素 分割

ELEMENTS 630 

NODES 2009

図一6載荷応力 ・沈下量比の関係(静的中心載荷試験)
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 図 よ り, 沈 下 量比3vmajorβ=20%程 度 までの範 囲で, 

解析値 と実験値が良く一致 していることが明 らかで

ある×なお, 地盤 の極限支持力が動員 され る時の構

造物の沈下量は, 基 礎幅の10%程 度 であると指摘さ

れている9). 本試験において も8πmqrβ が10%に 達 し

た時点で くさびの形成が確認されている加0)-

 この ことから, 本解析結果は極限支持力が発 生す

るまでの地盤 の挙動を, よ く再現できてい るものと

考えられる.

 次 に, 地盤 内の変形 挙動を調べるために, 沈 下量

比SVmajorβ=20%に お ける構造物 ・地盤系の変形図を

図×7に 示 した. 実線 が解析値, 点線が実験値を示 し

ている-図 よ り, 解析 と実測に よる地盤内の水平変

位 の一致度が高い ことが分かる. なお, 構 造 物周辺

の地表面がほぼ左右対称に盛上る挙動が解析お よび

実測において確認されている4). 

 した がって, こ こで用いた弾性係数E, ボア ソン

比vお よび内部摩擦角φは, 静 的中心載荷条件での

地盤の沈 下 ・側 方流動変形 を良 く表現 している とみ

なせ よう. 

(2)静 的偏心載荷試験

 波 浪場にある構造物のよ うに, 偏 心荷 重を受けて

沈下す るよ うな状況は実際に多く存在する11)そこ

で, 構 造物が傾斜 しなが ら沈下す る場合 の地盤の支

持力および流動変形挙動 の基本的特性 について調べ

るために, 静 的偏心載荷条件 での実験およびFEM解

析 を行 った. な お偏 心載荷試験での数値: 解 析に用い

たパラメータの うち, 弾性係数E=3000kN/mお よび

内部摩擦角φ=35は 前 述の中心載荷試験 と同 じであ

る. ボ アソン比vに 関しては, 模 型試験で実測 され

た地盤内水平変位 δの挙動 を再現す るよ うな値 を用

いて解析を行 ってい る. ま た比較のために, v=0, 3

での解析結果 も併せ て示 している. 

 図-8は 静 的偏心載荷試験での支持 力 ・沈下量: 関 係

を示 している. 同一の偏心度 にお いて地盤 のボア ソ

ン比を変えた解析結果 も併記 した. い ずれ のケース

でも解析は実験値を良 く説明 している, 

 同様 に, 地 盤 の側 方流動挙動について検討 した, 

沈 下量比SVmajorβ=20%に お ける, 地盤 の変形図の一

例(偏 心度eM=0. 3)を 図一9に 示す. 解 析 で用いた地

盤のボアソン比 γは0-35で あ る. これ より, 地 盤 内

水平変位量 δの分布形状が実験値 と解析値で良 く一

致 していることが分かる. また解析 および実測にお

いて, 地 盤内水平変位量が卓越 する方の周辺地盤 の

盛上 りが顕著であることが確認 されている. 

 偏 心 載荷条件で は主応 力方向が常 に変化 するた め, 

ま た地盤異方性 のため静的 中心載荷 条件時 と比 べて

側方流動特性 が異 なる. この挙動 を評価す るた めに, 

解析 で用いる地盤 のボア ソン比を荷重の偏心度 に依

存させ ること(こ こではvを0. 3か ら0, 35に す るこ

と)は 有用であろう. 

 このよ うな地盤の側方流動挙動をさらに検討するた

めに, 地 盤の土量比 π/πβについて調べた. この土量

図-7 地盤内の変形特性(静的中心載荷, 

 実験および解析値)

ANALYSIS 
EXPERIMENT

図-8載 荷応 力 ・沈下量 比の 関係(静 的偏 心載荷 試験 〉

図-9 地盤 内の変形特性(静 的偏心載荷, eM=0. 3, 

 実験および解析値)

ANALYSIS 
EXPERIMENT

Sjorom=20mm
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比Vd/π βは, 構 造 物 ・地盤系の側方流動変形挙動を

表現できる簡便なパ ラメータであることが過去の研

究より明らかにされている4)12). 

 図一10に は構造物の沈下量Simnjor/Bが10%に お け

る土量比 πδ/V, と偏 心度e/Bの 関係 を示 した。図で

は各偏心度 において, 実 測のva/π ρを再現するよう

なボアソン比で解析 した結果をプロットした0

 図 よ り, 解 析 で用いる地盤のボア ソン比vを 偏心

度に応 じて変えた場合 では, 実測値 との一致度が高

まるよ うである. しか しなが ら, ボ アソン比を0. 3

に設 定 した解析では土量比Vd/π βはほぼ一定値にな

り, 実験値 との差が大きくなった. 

 そ こで, ボア ソン比vの 偏心度e/Bの 依 存性を調

べるために, 各 偏心度 における解析 でのボア ソン比

vをSCLに 対 するボアソン比v。(=0. 3)で 正規化 し

た値v/vaと, 偏 心度e/Bの 関係 を図-11に 示 した. 

図 よ り, 荷 重 の偏心度e/Bとv/voの 間 には次式の

よ うな関係がある. 

 v/v0=α+β0(e/B) (8)

こ こに, α, βは定数であり, こ こで はそれぞれ

1. 0, 0. 55であった. この ような関係を用いることが

できれば, 比較的簡便に地盤内の変形挙動を推定可能

と言えよ う. 

(3)繰 返 し載荷を受ける構造物 ・地盤系の変形特性

 こ こでは, 繰 返 し荷重が構造物0地 盤系の変形挙

動に及ぼす影響 を調べる. そのために, まず基本的

な載荷条件である繰返 し中心載荷条件(CCL)に つ いて

検討を行った. 

 繰 返 し荷重 を受ける構造物 ・地盤 系の沈下挙動 の
一例を示すために, 図一12に 繰 返 し載荷試験(CCL)に

おける構造物 の沈下量SVmajor, を模 型地盤厚Hsで 除 し

た値SVmajor/HS(鉛 直 ひずみ と称す る)と 繰返 し載荷応

力 σv(繰 返 し荷重 を構造物底面積で除 した値 とする)

との関係 を描いている. この試験条件は, 繰 返 し載

荷応力 σvが50kN/m2, 繰 返 し載荷の周期は4秒, 地

盤 の相対密度は50%の ケースである. 

 図 よ り, 各 載荷時の載荷応力増分Jσvと 鉛直ひず

み増分Z(s6mnjor/H5)の 比, つ ま り地盤の変形係数相

当量E(以 下剛性 と称する)が, 地 盤 の鉛直ひずみの

増加に伴って変化 していることが分かる. 

 図一13に は, この よ うな剛性 変化 と地盤 の変形挙

動の関係を模 式的に示 している. 剛性 が増加す る間

(図-12に お いて鉛直ひずみSlmnajor/HS～が約0904ま

で)で は, 周 辺 の地盤の締固め効果による地盤 の硬化

図一10 土 量比 π/π と偏 心 度e/β の 関 係

図-11 γ/voと 偏 心 度e/β の 関係

図-12 載 荷 応 力 σvとSVmajor/H: の 関 係(実 測 値)

図一13 構 造 物 ・地盤 系 の軟 化 挙 動 の メ カニ ズ ム
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挙動が誘発 されているようである. なお, 繰 返 し載

荷の初期段階では構造物直下における若干の過剰間

隙水圧の蓄積が見 られ るが, 地盤 の液状化には至 ら

ないことが過去の研 究よ り確認されている2), ii). 一

方, 鉛 直 ひずみSGVmajor/H5がさ. らに増加する と, 地盤

の側方流動変形が卓越 し地盤が軟化傾 向を示す もの

と思われ る. そ こで, こ の ような構造物 ・地盤 系の

剛性の増加→低下挙動を評価す ることが求め られる. 

 図一14は, Eを その最大値EMAX(図-12参 照)で 正

規化 した値と鉛直ひずみSπmajor/H5の 関係 を示 してい

る. 図 よ り, 鉛 直 ひずみの増加に伴 う剛性の増加→

低下挙動が明瞭 に確認 される. こ こで, 鉛 直 ひずみ

3μρmajor/Hs≧0. 04の 範 囲で見られ る地盤剛性の低下傾

向は, 室 内要素試験で見 られ るせん断剛性の低下挙

動13)14)に類似してい る. 

 この よ うな砂地盤の剛性変化を詳細に調 べるため

に, 図一15にDr=50%の 豊 浦砂 に対す る非排水繰返 し

三軸試験から得た等価せん断剛性比GeqGと せん断

ひずみYの 関係13)を示す. なおG0はy=10×6で のせん

断弾性係数である0こ れよ り, せ ん断ひずみYが 増加

す るにつれて, せ ん断剛性比が急激に低下す る挙動

が見られる. このような砂のせん断剛性比G, ♂Gθ と

せん断ひずみyの 関係は, 砂 の間隙比, 拘束圧お よび

せん断ひずみの関数 として近似可能 ×であることが

知 られている. 例 えば, そ の ひずみ依存性は以 下の

ように簡便な関数形15)で表現可能であ ることが報告

されている. 

(9)

ここでYo sはGg/Go=0. 5時 のせん断ひずみγである. 

 式(9)が 実 測の模型実験の変形挙動を再現可能であ

るかを確かめ るために, 図 一15に 上 式の関係 をプ ロ

ッ トした. これよ り, 式(9)は 実測 された砂の軟化傾

向を良く再現 していると言える. 

 次 に, 式(9)の よ うな動的変形特性を考慮 し, 模 型

試験において見 られ る地盤の剛性低 下を再現可能か

検討 してみる. まず, 模 型 試験 で実測 された剛性比

E/EMAXと 鉛 直ひずみSvmajor)P/H5の 間 に, 式(9)と 類 似

した以下のよ うな関係が成立つと仮定する. 

(10)

こ こで(S6ma/HS)05はE/E一 戸0. 5の ときの鉛直ひ

ずみである. な お, 上 式分母第2項 の鉛 直ひずみ比

は, 沈 下量比S6mcr/BとE/EMA0. 5で の沈下量比

(S6ma/B)0.5と の比 と同等である. 

 式(10)で 表 される地盤 の剛性低下挙動お よび, 鉛

直ひずみVmajir/HSが 微 小なときの地盤の剛性増加の

挙動について調べ るために, 図-16に 繰 返 し回数NC

を 地 盤 の 剛 性 比E/E0に よ っ て 正 規 化 した 値

NC/(E/E0)とNCと の 関係を示 した. こ こでE0はNc=1

時のEの 値 である. 模 型試験で得 られ た剛性比を○

印で示 している. 

 図 よ り, 繰 返 し回数"Cが20ま で は繰返 し回数N

とNb/(E/E)の 関係 は線形的であることが分かる0

しか し, Nが20を 越 えるとN/(E/E)の 増加率が急

増 しているこ とが確認 される. この ことは, あ る繰

返 し回数Nを 境に, 地 盤 の剛性Eの 変化傾 向が異な

ることを示 している. そ こで, 地 盤 の剛性変化 を以

下のように評価することとする. 

図-14 剛性比E/恥 と鉛直ひずみSVmajor/Hsの関係

図一15 等価せん断剛性比とせん断ひずみの関係

図一16 N/(E/Eo)とNの 関係(繰 返 し中心 載 荷)
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(1)繰返 し載荷の初期段階(こ こではNc≦20)で は, 

 Nb/(E/E0)一Nc関 係 は直線関係にある. 

(2)Nc/(E/E0)値 が急増する範囲では, 式(10)に 従 う地

 盤 剛性の変化がある. 

 まず, 載荷 の初期段階(こ こではNc≦20)で 仮 定 し

た直線の勾配および切片値をそれぞれoお よびdと

する. なお, 本 ケースではc: 0. 93, d=0. 07である0

これ よ り, 載 荷初期段階における地盤の弾性係数E

と繰返 し回数Ncと の関係 は以下のように表現 されよ

う. 

(11)

ここで, EはNc=1で の地盤の剛性, Eは 任意のNcに

おける剛性である. 

 一 方, Nc/(E/E0)値 が 急増 しているときの剛性変化

を式(10)に 基づいて評価 してみた. ここでは, 剛性低

下の挙動を繰返 し回数Ncの 関数 として表わす. 初 め

に, CCL試 験 で実測 された鉛直ひずみ3Vmajor/Hsと 繰返

し回数Ncの 関係および式(10)を 基 にE/EMANc関 係

を求めた. 次いで得 られたE/EMAκ をE/E0に 換 算した

結果を求めた. その結果 を図一16中 に実線で示 してい

る. なお, 式(10)中 の(5vmajaor/H5)05は模 型試験の実測

値をもとに9. 0×10-2と している. 

 以 上 よ り, 式(10)に 基 づ く評価法 は実測 された

N/(E/E0)値 の変化 をよく再現 しているこ とが確認

された0し たがって, こ こで提案 した手法は地盤の

剛性変化(剛 性増加→低下)を 評価可能 である と言 え

る. 

 この ような地盤の剛性増加→低下挙動を考慮 しなが

ら, 繰 返 し中心載荷条件の変形解析を試みるために, 

地盤の剛性比E/E0値 と繰返 し回数Ncの 関係を図一17

に示 した. CCL試 験 での実測値 を○印で, 式(10)お よ

び式(11)に よ る結果を実線お よび点線 によって表示

した. 図 より, この 評価法は実測の地盤の剛性変化

(図中○印)を 比較的良く再現できていることが明らか

である0こ のことか ら, 繰返 し荷重を受ける構造物 ・

地盤系の側方流動挙動を評価するためには, 提案 した

評価法に基づ く剛性変化 を考慮す ることが有効である

として以下の考察を進めた. 

(4)地 盤 の剛性変化を考慮 した解析

 前節では, 繰 返 し載荷 を受ける地盤の剛性変化挙動

が, 荷重の繰返 し回数の関数 として表現できることが

示 された. そ こで, この ような力学挙動を考慮 した解

析手法が, 模型試験での実測の変形挙動 を再現可能か

どうかを検討 してみる. 

 図一18は 解析および実験で得られた構造物の沈下量

比SVmajor/Bと 繰 返 し回数Nと の関係 を示 している0

なお, 前述 のように地盤の内部摩擦角φは35, ボア

ソン比vは0. 3, E0=3000kN/m2と して解析を行ってい

る. ここで繰返 し回数は実測の沈下量の収束傾向が見

られるNc=100回 を基準として解析を行った. ま た本

解析の妥当性 を検討するために, 図中には地盤の剛性

変化を考慮 しない解析結果も併記 している. 

 図 よ り, 剛性 変化を考慮 した解析結果は実測の沈下

量を若干過小評価 ぎみであるが, そ の傾向を良く再現

しているようである. 一 方, 剛 性変化を考慮 しない解

図-17 剛 性 比E/E0値 と繰 返 し回数Nの 関係

図-18 沈 下 量比57mmajor/βと繰 返 し回数Ncの 関係

図-19 地盤内の変形特性(繰 返し中心載荷)
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析結果は実測値より非常に小さなひずみを推定 してい

る. このケースでは, 静 的載荷試験か ら得た極限支持

力(図一6参 照)よ りもはるかに大きい応力が地盤 に繰返

し載荷 されている. そのため, 繰 返 し載荷が継続され

ても微小な残留変形が徐 々に蓄積 され, 凡=100回 で

の沈下量の収束傾向が見られないoこ のように地盤の

剛性変化を考慮 しない解析法では, 繰返 しの初期段階

における地盤の圧縮性が卓越するような変形挙動と沈

下量が収束す る挙動を再現す ることができない. した

がって, 本解析法のように繰返 し荷重を受ける地盤の

剛性変化を考慮することが重要であると考えられる. 

 次 に, 本解析法が地盤の側方流動変形挙動を評価可

能か調べ る. 図一19は 構造物の沈下量比5レ殉oノβが

10%時 の地盤の側方変形挙動を模式的に示 したもので

ある. 実線は解析値, 点線は実験値を示 している. 

 図 よ り, 解析値は若干ではあるが地盤の上層部にお

いて実測値を過小評価, 下層部で過大評価するよ うで

ある. しかしながら, 両者の全体的な傾向は良 く対応

しているのが見 られる. したがって, 本解析法は, 繰

返 し載荷条件下の構造物 ・地盤系の側方流動変形の特

徴を把握 しうることが示唆されよう. 

 そ こで, 繰 返 し載荷条件下にある地盤の側方流動変

形特性について詳しく調べるために, 土 量比 μδ/μ. に

つ いて検討を行った. 図一20は, 模型 試験および解析

で得 られた土量比 吟/7oと 繰返 し回数Noの 関係を示

す. 実験値では繰返 し回数 κiの 増加に伴って土量比

μδ/Foが 増加 し, 0. 7程 度 の値に収束する傾向にある. 

また解析値においても, 繰返 し回数Niの 増加に伴い

土量比7BGが 急増 し, そ の後一定値に収束する傾向

にあることが見られる. 

 以上 のように, 解 析値 と実験値の一致度が比較的良

好なことか ら, 本解析法は繰返 し載荷 を受ける構造

物 ・地盤系の側方流動挙動を把握する上で, 有効であ

ることが示 された. なお, 地盤 の側方流動変形挙動を

さらに正確に評価す るためには, 地盤剛性の拘束圧依

存性を考慮す る等の手続きが必要であると考えられる. 

5. 変位推定法

(1)変 位量推定式の誘導

 種々の載荷を受ける構造物 ・地盤系の側方流動変形を

考慮しながら, 簡便な位置での測定結果のみを用いて, 

構造物 ・地盤系の沈下量および水平移動量を推定できる

ことは, 繰返し荷重条件下での設計および安定性評価に

関して有用である. そこで, 地盤の流動変形特性を考慮

した構造物の変位量推定法を検討した. 

 初めに, 地盤の変形と構造物の変位量の関係を調
べた. まず, 沈下土量μoおよび側方流動土量砺 につ

いて, 以下のような関係12)16)17)18)が成り立つものと

仮定した. 

り=Co・ β・3Vmoraor(12)

Vs=CsNsSHmpar (13)

ここで, Co, ら は沈下および側方流動に関する変形

パラメータである. Hは 地盤深 さ(400mm)で ある. 

 ま た構造物変位 と図一2に示す計測値 γL, γR, XL, 

XRと の 幾何学 的関係は次式(14)～(17)に よ って表

される6). 

(14)

(15)

(16)

(17)

ここで βは模型構造物幅, Dは 構 造物高 さ, aは 水

平変位測定点 と模型地盤表 面との距離, eは 鉛 直載

荷ロッ ドの偏心距離である(図 一2参 照). 

 ここ でγR>γ乙が成 り立つ と仮定す ると, 式(14)～

(17)か ら, 3Vmajor, お よび3βjnahir. を以 下のよ うに誘導 し

た. 

(18)

(19)

過 去 の研究4)11)18)より, 式中 の土量比μδ/りは構造

図一20 土量比ViViと 繰返し回数Ncの 関係

271



物 の沈下量との双 曲線関数 で表わせ ることが明らか

にされている. こ こでは, これ らの研究を基に, 土

量比 πδ/5と 構造物の鉛直変位測定値 γRを構造物幅

βで正規化 したYr/8の 関係 を次のように仮定した. 

(20)

こ こで, ζお よびηは初期およびγR→o時 での土量比

の逆数である0

 式(20)を 式(18)お よび式(19)に 代 入すると以下の

推定式が誘導され る. 

(21)

(22)

以 上 のように, 構造物天端にお ける任 意の2点 での

実測沈下量(γ4ZR)を 基 に, 構 造 物の沈下量SVmajor, 

お よび水平移動量SHmu, を推 定 した. 次 に, 式 中の

パラメータCCヲ およびζ ηについて詳 しく検討す

る. 

(2)推 定式中のパラメータ

a)沈 下 ・側方流動に関する変形パラメータCρ, Cδ

 Cuお よびCδ の特性 を調べ るために, 図一21(a)お よ

び(b)に, そ れ ぞれ静的載荷試験(SCL, SEL)に お け

るπu-SVmajorβ関係お よびπHmajorH5関 係 を示 した. 

(a)図 よ り, 荷 重 の偏心度e/β が大きくなると, Cuが

低 下す ることが分かる. 一方, (b)図 においても偏心

度の増加に伴 って, ら が小さくなることが確認 され

る0な お各偏心載荷試験(SEL)に お いてShamajorH5が

1000(mm2)に 至 るとπ が急増するのが見 られるが, こ

れは地盤が破壊 され, 地 盤内での側方流動変形が急

激に発生 したためである17)18). 

 こ こでは, 地 盤 が破壊す る直前つま り側方流動土

量FZがが急増す るまでの挙動について注 目しているの

で, 曲線の勾配が急増する直前までの範囲のCを 採

用す ることにする. ま た静的中心載荷(SCL)で は, 構

造物 の水平変位 量3Hm41). が 常 に0で あるため, Cδ=∞

であるとみなした0

 繰 返 し載荷試験(CCL, CAL)で の π-Svmajor関 係

および π5HmHmajor HS関 係 を図-22(a), (b)に 示 す. 

繰 返 し載荷 において も, CCLと そ の他の載荷方法の

場合では, これ らのパ ラメー タの値に違いが生 じて

図-21 静 的 載 荷 試 験: (a)πu一Sπmu10p0β 関 係, 

 (b)v, -SHm1uHs関 係

図-22 繰 返 し 載 荷 試 験: (a)κ-Sbmn/u・ β 関 係, 

 (b)VrS-SHmn1u, ・Hs関 係
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いることが確認 され, 荷 重の偏心度が存在する時の

Cuお よび ら は, 中心載荷条件での値よ り小 さくな

ることが理解 される. この ことよ り, 静 的および繰

返 し載荷においてパラメータCuお よび ら を決める

際には, 荷重の偏心す なわち構造物の不同沈下を考

慮する必要があることが指摘 されよう. 

 次 に, 式(21)お よび式(22)に 用い られているCu/C」

について調べた. Cu/C∂ と荷重の偏心度e/β の関係を

図一23に 示 している. これよ り, 偏心度e/β が高くな

るにつれてCu/ら も大きくなっていることが分かる. 

ま た, 繰 返 し載荷試験でのCu/C5は 静 的載荷条件で

の値に比べて小 さい値 となるようである. この よう

に構造物 の変位 量の推定には, 静 的お よび繰返 しの

よ うな載荷条件の違いや, 偏心度e/β の 違いに応 じ

てCu/ら を適切に設定する必要がある0

b)土 量 比Vδ/Vρ

 図一24は, 静 的載荷(SCLお よびSEL, e/i8=0. 3)試

験 お よび繰 返 し鉛直 載荷試 験(CAL)か ら得 られ た

(Y, z/B)/(π πu)-γR/β関係を示 している. これ より, 

い ずれの試験: 条 件において も直線関係 が成 り立つ よ

うであ り, 土 量比 κ/π. を γ1～/Bの関数 として表現可

能であることが分かる. そ こで, この直線の切片をζ～

直線の勾配をηとして以下考察を進める. 

 ζお よびηと荷重の偏心度e/βの関係を図-25に 示 す. 

図 よ り, 偏心 度e/β が増加するとηが小 さくなる傾向

が確認 できる. しか し, 静 的 お よび繰返 しの ような

載荷方法 の違いに よるηの相違 は明確 ではない. し

たがって, ηは偏心度e/β のみに影響されるものであ

り, 地 盤の側 方流動特性 を表す ことができる重要な

パ ラメー タであ ると言 える. 一 方, ζは 載荷方法お

よび偏心度に関わ らず, この試験条件では一定値(こ

こでは0002)を 示 してい る0過 去の研究 より, 土 量

比の初期の発生状況は載荷方法によ らない ことが実

験的に示 されている4)12). したがっ て本試験の よう

な条件では, ζは偏心度e/β に影響 されないパラメー

タとみなすことができる. 

(3)本 推定式とFEM解 析 の結果の比較

 ここでは本推定式による計算結果の有効性 を調べ

るために, 推 定式 とFEM解 析 結果について比較を行

った. まず, 本推 定式で用い られている土量比 πδ/π. 

を調 べる. 推 定 式では, 式(20)の よ うに構造物の鉛

直変位量 γRの双 曲線関数 として仮定 した. そ こでこ

の ような評価法の妥当性 を調べ るために, 図 一26に

は 静的中心お よび偏 心載荷試験で得 られ た鉛直変位

量 γRをもとに式(20)を 用 いて得 られた土量比 πノπ. 

の推定結果 とFEM解 析 による結果を比較 した ものを

示 した. なお, 鉛 直 変位 量 γRは10mmで あ る. 式

(20)に よ る検討では, 荷 重の偏 心度e/β を考慮 した

パラメータζ, ηを用いて計算を行った(図 一25参 照). 

 図 か ら, 式(20)の 結果 とFEM解 析 か ら得 られた土

量比の一致が見られ る. これ より, 式(20)に よ る土

量比 と鉛直沈下量 γRの関係 はFEM解 析 によって得 ら

れた側方流動挙動を再現できるとみなせ よう. 

 さ らに, 本 推 定式の妥当性 を調べ るために, 図一27

に, 静 的 中心お よび偏心載荷試験結果 におけ る, 鉛

直変位量 γR=10mmで の 沈下量Simaju, の推 定値(式(21)

参 照)とFEM結 果 を示 している0静 的中心お よび偏心

載荷試験での構造物の沈下量SFmajor, は, 本 推 定式お

よびFEM解 析 結果 と良い対応関係にある. したがっ

て, 解 析か ら得 られた側方流動挙動 を考慮 した本推

定式によって, 構造物の変位量を簡易に推定するこ

図 一23 パ ラメー タ比Cu/Cと 偏 心 度e/8の 関係

図-24 (γR/β)/(πi/π)-YR/β 関 係

図 一25 ζお よ び η と偏 心度e/β の 関係
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とが可能であると言えよう. 

(4)本 推 定式 とWRT試 験 結果の比較

 本 推定式の有用性を検討す るために, ここでは波浪

のような繰返 し鉛直および水平荷重を受ける構造物の

変位量の推定を試みた. 

 図一28は, WRT試 験 で得 られた構造物の変位量 と, 

式(21)お よび式(22)に よ って推 定された構造物の沈

下量5Vmajorお よび水平移動量SHmajorを 示 したものであ

る. こ こで, CはCAL試 験 で得られた0095を 採用 し

ている. また ら は, 構造 物の沈下が卓越す る場合で

はCAL試 験 で得 られた値(=2. 5)を 用いたが, 構 造物

の滑動量が卓越する場では側方流動土量 κ がCAL試

験 での約1/20に な っていること6), 8)を考慮して

0. 125と している. さらに式(20)の πδ/5に 関す るパ

ラメータζ, ηはそれぞれ0002お よび1. 25と してい

る. 

 図 よ り, CAL試 験 で得 られたパラメータを一部修正

して用いると, 沈 下量お よび水平移動量に関 して, 

実測値 と推定値 の一致度は極 めて良好である. こ の

ことより, CAL試 験 に比べて側方流動変形がそれほど

顕著に発生 しないWRT試験1)2)6)の場合, す な わち構

造物の滑動量が卓越す るよ うな場合 では, 側 方流動

に関するパラメータCがを適切に設定す ることが必要

である. 

 この よ うに, 荷 重条件(こ こでは偏心度e/β)に 対応

したパラメータを用 いると, 提案 した推定式 によっ

て波浪場の ような載荷条件下にある構造物 ・地盤系

の変位量を精度良く推定できる. 

6-結 論

 本研 究で行 った2次 元平面ひずみ条件 の解析お よ

び模型試験 より次の ような結論 を得た. 

(1)模 型 試験お よびFEM解 析 結 果か ら, 静 的載荷試

 験 での側 方流動変形 は, 解 析に用いる地盤のボ

 ア ソン比を適切に

(2)設 定す ることで評価 できることが示 され た. 

(3)繰 返 し載荷条件 では, 地 盤の剛性 を荷重の繰返

 し回数の関数 として評価 し得 る. 

(4)FEM解 析 に基づ いて, 側 方流動 挙動 を考慮 した

 沈 下量推定式が提案 された0模 型試験 よ り, 本

 推 定式 は構造物の変位量を簡易にかつ精度良 く

 推 定 していることが明 らかにされた. 

(5)本 解 析お よび模型試験の条件にお いて, 荷 重の

 偏 心度 を考慮 した地盤の流動変形推定式は, 波

 浪 のよ うな繰 返 し荷重を受ける構造物の変位 量

 を推定可能である. 
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図一26 土 量 比 πδ/κ(推 定 式 とFEM結 果 の比 較)

図-27 沈 下 量5πm/0, (推 定式 とFEM結 果 の 比較)

図-28 実 測値(WRT)と 推 定 値 との 比較
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(2001. 10-16受 付)

DEFORMATION BEHAVIOR OF STRUCTURE-GROUND SYSTEM SUBJECTED TO 

 STATIC AND CYCLIC LOADINGS AND ITS PREDICTION

Shoji YOKOHAMA, Seiichi MIURA and Shima KAWAMURA

 In order to evaluate the stability of structure-sand ground system subjected to cyclic loadings such as wave 
force, a series of FEM analysis based on Mohr-Coulomb formula with non-associated flow rule and model tests 
were carried out under cyclic and static loading conditions. From test results and analyses, it is found that (1) 
the deformation behaviors of sand ground subjected to various cyclic loadings can be estimated by the simpli-
fied FEM analysis taking account of the dependency of rigidity modulus on stress history and (2) the predicted 
structure displacements by the proposed method agree well with the results of the model test. 
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